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主       文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 5 

 令和３年１０月３１日施行の衆議院（小選挙区選出）議員選挙の沖縄県第１

区ないし第４区における各選挙をいずれも無効とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、令和３年１０月３１日施行の衆議院議員総選挙（以下「本件選挙」

という。）について、沖縄県第１区ないし第４区（以下、併せて「本件各選挙10 

区」という。）の選挙人である原告らが、衆議院小選挙区選出議員の選挙（以

下「小選挙区選挙」という。）の選挙区割りに関する公職選挙法の規定は憲法

に違反して無効であるから、これに基づき施行された本件選挙の本件各選挙区

における選挙も無効であると主張して提起した選挙無効訴訟である。 

２ 前提事実（争いのない事実、掲記の証拠及び弁論の全趣旨により認められる15 

事実） 

 当事者 

ア 原告Aは沖縄県第１区、原告Bは同県第２区、原告Cは同県第３区、原

告Dは同県第４区の選挙人である。 

イ 被告は、本件各選挙区について、本件選挙に関する事務を管理する選挙20 

管理委員会である。 

 本件選挙の概要 

  ア 本件選挙は、令和３年１０月３１日、平成２９年法律第５８号（以下

「平成２９年改正法」といい、同法による改正を「平成２９年改正」とい

う。）により一部改正された平成２８年法律第４９号（以下、上記一部改25 

正前の平成２８年法律第４９号を「平成２８年改正法」といい、同法によ
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る改正を「平成２８年改正」という。）による改正後の公職選挙法（以下、

単に「公職選挙法」ともいう。）に基づいて行われた。 

イ 本件選挙施行当時、衆議院議員の定数は４６５人とされ、そのうち２８

９人が小選挙区選出議員、１７６人が比例代表選出議員とされ（公職選挙

法４条１項）、小選挙区選挙については、全国に２８９の選挙区を設け、5 

各選挙区において１人の議員を選出するものとされ（同法１３条１項、別

表第１。以下、後記の改正の前後を通じてこれらの規定を併せて「区割規

定」という。）、比例代表選出議員の選挙（以下「比例代表選挙」とい

う。）については、全国に１１の選挙区を設け、各選挙区において所定数

の議員を選出するものとされていた（同法１３条２項、別表第２）。総選10 

挙においては、小選挙区選挙と比例代表選挙とを同時に行い、投票は小選

挙区選挙及び比例代表選挙ごとに１人１票とされている（同法３１条、３

６条）。 

 平成２８年改正に至るまでの経緯等について 

ア 平成６年における改正 15 

 昭和２５年に制定された公職選挙法は、衆議院議員の選挙制度につき、

中選挙区単記投票制を採用していたが、平成６年における公職選挙法の

一部を改正する法律（同年法律第２号）の成立及び同年法律第１０号に

よるその一部改正によって、従来の中選挙区単記投票制に代わって小選

挙区比例代表並立制が導入され、小選挙区選挙については、全国に３０20 

０の選挙区を設け、各選挙区において１人の議員を選出することなどが

定められた。 

 また、平成６年に成立した衆議院議員選挙区画定審議会設置法（以下、

後記の改正の前後を通じて「区画審設置法」という。）により、衆議院

議員選挙区画定審議会（以下「区画審」という。）が設けられ、区画審25 

は、衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定に関し、調査審議し、必要
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があると認めるときは、その改定案を作成して内閣総理大臣に勧告する

ものとされ（同法２条）、上記の勧告は、１０年ごとに行われる国勢調

査の結果による人口が最初に官報で公示された日から１年以内に行うほ

か（同法４条１項）、各選挙区の人口の著しい不均衡その他特別の事情

があると認めるときに行うこととされた（同条２項）。 5 

  そして、区画審が上記の改定案を作成するに当たっての基準として、

平成２４年法律第９５号（以下「平成２４年改正法」という。）による

改正前の区画審設置法（以下「旧区画審設置法」という。）３条は、①

１項において、各選挙区の人口（官報で公示された最近の国勢調査又は

これに準ずる全国的な人口調査の結果による人口をいう。以下、同条に10 

おいて同じ。）の均衡を図り、各選挙区の人口のうち、その最も多いも

のを最も少ないもので除して得た数が２以上とならないようにすること

を基本とし、行政区画、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的

に行わなければならないこと、②２項において、各都道府県の区域内の

選挙区の数は、各都道府県にあらかじめ１を配当することとし（以下、15 

このことを「１人別枠方式」という。）、この１に、小選挙区選出議員

の定数に相当する数から都道府県の数を控除した数を人口に比例して各

都道府県に配当した数を加えた数とすることを定めていた（以下、この

区割基準を「旧区割基準」といい、この規定を「旧区割基準規定」とも

いう。）。 20 

 区画審は、上記の旧区画基準の下において、①各都道府県への定数配

分については、１人別枠で配分した定数の残余の定数を、各都道府県の

人口に応じてヘアー式最大剰余法で配分すること、②各都道府県内の選

挙区の区割りについては、各選挙区の人口は原則として全国の議員１人

当たり人口の３分の２から３分の４の範囲内に収めることなどの方針に25 

より、改定案を作成して、平成６年８月に勧告を行い（乙３の２、乙２
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２）、これに基づき、平成６年法律第１０４号により同年法律第２号の

改正が行われ、区割りが確定した。 

上記の改正による区割りの下における、平成２年国勢調査の結果に基

づく各選挙区の人口の較差をみると、その最大較差は島根県第３区（２

５万人余）と北海道第８区（５４万人余）との間の２．１３７倍であり、5 

島根県第３区との間で較差が２倍以上となっている選挙区は２８あった

（乙１４の１）。 

イ 平成１４年における改正 

  平成１２年１０月に国勢調査が実施され、区画審は、その結果に基づ

き、前回と同様の方針に基づいて区割案を作成して、平成１３年１２月10 

に勧告を行い（乙３の２）、これに基づき、公職選挙法の一部を改正す

る法律（平成１４年法律第９５号）が成立し、選挙区割りの改定が行わ

れた（以下、当時の公職選挙法１３条１項及び別表第１を併せて「平成

１４年区割規定」という。）。この改定の対象となったのは、２０都道

府県６８選挙区であった。 15 

平成１４年区割規定による区割の下において、上記国勢調査の結果に

基づく各選挙区の人口の最大較差は、高知県第１区（２７万人余）と兵

庫県第６区（５５万人余）との間の２．０６４倍であり、高知県第１区

との間で較差が２倍以上となっている選挙区は９あった（乙１４の１）。 

     上記の区割の下で、平成２１年８月３０日、衆議院議員総選挙（以下20 

「平成２１年選挙」という。）が施行された。選挙当日における選挙区

間の選挙人数の最大較差は、高知県第３区（２１万人余）と千葉県第４

区（４８万人余）との１対２．３０４であり、高知県第３区と比べて較

差が２倍以上となっている選挙区が４５あった（乙２の１）。また、都

道府県間の議員１人当たりの選挙人数の最大較差は、高知県と東京都と25 

の１対１．９７８であった（弁論の全趣旨）。 
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平成２１年選挙につき、最高裁平成２２年（行ツ）第２０７号同２３

年３月２３日大法廷判決・民集６５巻２号７５５頁（以下「平成２３年

大法廷判決」という。）は、選挙区の改定案の作成に当たり、選挙区間

の人口の最大較差が２倍未満になるように区割りをすることを基本とす

べきものとする旧区画審設置法３条１項の定めは、投票価値の平等の要5 

請に配慮した合理的な基準を定めたものであると評価する一方、平成２

１年選挙時において、選挙区間の投票価値の較差が上記のとおり拡大し

ていたのは、各都道府県にあらかじめ１の選挙区数を割り当てる同条２

項の１人別枠方式がその主要な要因となっていたことが明らかであり、

かつ、人口の少ない地方における定数の急激な減少への配慮等の視点か10 

ら導入された１人別枠方式は既に立法時の合理性が失われていたものと

いうべきであるから、旧区割基準のうち１人別枠方式に係る部分及び旧

区割基準に従って改定された平成１４年区割規定の定める区割りは憲法

の投票価値の平等の要求に反する状態に至っていたと判示した。そして、

同判決は、これらの状態につき憲法上要求される合理的期間内における15 

是正がされなかったとはいえず、旧区割基準規定及び平成１４年区割規

定が憲法１４条１項等の憲法の規定に違反するものということはできな

いとした上で、事柄の性質上必要とされる是正のための合理的期間内に

上記の状態を解消するために、できるだけ速やかに旧区割基準中の１人

別枠方式を廃止し、旧区画審設置法３条１項の趣旨に沿って平成１４年20 

区割規定を改正するなど、投票価値の平等の要請にかなう立法的措置を

講ずる必要があると判示した。 

ウ 平成２４年及び２５年における改正 

 平成２２年１０月に国勢調査が実施され、区画審は、その結果に基づ

く改定案の作成を開始したが、他方、国会においては、平成２３年大法25 

廷判決を受けて、投票価値の較差の是正や議員定数の削減などの問題を
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巡って協議、検討が行われており、その成案を得ないまま、区画審によ

る改定案の勧告期限が経過した（乙３の１）。 

その後、平成２４年１１月１６日、公職選挙法及び区画審設置法の一

部を改正する法律案（平成２４年改正法）が成立した。同法は、平成２

３年大法廷判決を受けて各選挙区間における人口較差を緊急に是正する5 

ことをその趣旨としたものであり、同法により、旧区画審設置法３条２

項（１人別枠方式に係る条項）が削除され、同条１項が同改正後の区画

審設置法（以下「平成２４年改正後の区画審設置法」という。）３条と

なった。また、同法附則において、区画審が今次の改定案を作成するに

当たって準拠すべき各都道府県の区域内の選挙区の数が定められた（附10 

則３条１項及び別表。後記 参照）。 

     平成２４年改正法が成立した日に、衆議院が解散され、平成２４年１

２月１６日、衆議院議員総選挙（以下「平成２４年選挙」という。）が

施行された。この選挙は、平成２１年選挙と同様に、平成１４年選挙区

割りの下で施行された。選挙当日における選挙区間の選挙人数の最大較15 

差は、高知県第３区（２０万人余）と千葉県第４区（４９万人余）との

１対２．４２５であり、高知県第３区との間で較差が２倍以上となって

いる選挙区の数は７２であった（乙２の２）。 

平成２４年選挙につき、最高裁平成２５年（行ツ）第２０９号、第２

１０号、第２１１号同年１１月２０日大法廷判決・民集６７巻８号１５20 

０３頁（以下「平成２５年大法廷判決」という。）は、同選挙時におい

て平成１４年区割規定の定める区割りは平成２１年選挙時と同様に憲法

の投票価値の平等の要求に反する状態にあったものではあるが、憲法上

要求される合理的期間内における是正がされなかったとはいえず、平成

１４年区割規定が憲法１４条１項等の憲法の規定に違反するものという25 

ことはできないとした上で、国会においては今後も平成２４年改正後の
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区画審設置法３条の趣旨に沿った選挙制度の整備に向けた取組が着実に

続けられていく必要があると判示した。 

     平成２４年改正法の附則３条２項には、区画審が今次の改定案の作成

に当たり準拠すべき基準が示されていた。その内容は、①各選挙区の人

口は、平成２２年国勢調査人口の最も少ない県（鳥取県）の区域内にお5 

ける人口の最も少ない選挙区の人口以上であって、かつ、当該人口の２

倍未満でなければないこと、②選挙区の改定案は、必要最小限度にとど

めるという観点から、［イ］人口の最も少ない県の区域内の選挙区、

［ロ］区域内の選挙区数が減少することとなる県の区域内の選挙区、

［ハ］上記①の基準に適合しない選挙区又は同選挙区を①の基準に適合10 

させるために必要な範囲で行う改定に伴い改定すべきこととなる選挙区

に限定されることとなっていた。 

区画審は、各都道府県の選挙区数の０増５減の措置を採ることを前提

に、１７都県の４２選挙区において区割りを改めることを内容とする改

定案の勧告を行った。上記改定案は、上記の作成基準を踏まえ、議員１15 

人当たりの人口が人口の最も少ない鳥取県を下回っていた福井県、山梨

県、徳島県、高知県及び佐賀県の議員数（いずれも定数３）につき、そ

れぞれ１減じるものであった。また、区割り変更に伴い、分割市区町

（一つの市区町が複数の選挙区に分割されていることをいう。）の数が

３都道府県において合計３増加し、分割の区域の変更が３都道府県の合20 

計４つの市区で行われるものであった。 

上記の勧告を受けて、内閣は、平成２４年改正法の一部を改正する法

律案を国会に提出し、平成２５年６月２４日、平成２５年法律第６８号

（以下「平成２５年改正法」という。）として成立した。（乙３の２、

乙５、６） 25 

上記の改正による区割り（以下、「平成２５年改定区割り」という。）
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の下において、平成２２年１０月１日を調査時とする国勢調査の結果に

よる都道府県間の人口の最大較差は、鳥取県と東京都との間で１対１．

７５６であり、選挙区間の人口の最大較差は、鳥取県第２区（２９万人

余）と東京都第１６区（５８万人余）との間で１対１．９９８であった

（乙１の１の２、乙１４の１）。 5 

     平成２５年改定区割りの下で、平成２６年１２月１４日、衆議院議員

総選挙（以下「平成２６年選挙」という。）が施行された。選挙当日に

おける選挙区間の選挙人数の最大較差は、宮城県第５区（２３万人余）

と東京都第１区（４９万人余）との１対２．１２９であり、宮城県第５

区との間で較差が２倍以上となっている選挙区が１３あった（乙２の３、10 

３の２、４）。 

平成２６年選挙につき、最高裁平成２７年（行ツ）第２５３号同年１

１月２５日大法廷判決・民集６９巻７号２０３５頁（以下「平成２７年

大法廷判決」という。）は、上記０増５減の措置における定数削減の対

象とされた県以外の都道府県について旧区割基準に基づいて配分された15 

定数の見直しを経ておらず、上記のような投票価値の較差が生じた主な

要因は、いまだ多くの都道府県において１人別枠方式を定めた旧区画審

設置法３条２項が削除された後の区割基準に基づいて定数の再配分が行

われた場合とは異なる定数が配分されていることにあり、このような投

票価値の較差が生じたことは、全体として平成２４年改正後の区画審設20 

置法３条の趣旨に沿った選挙制度の整備が実現されていたとはいえない

ことの表れというべきであるとして、平成２５年改定区割りはなお憲法

の投票価値の平等の要求に反する状態にあったものといわざるを得ない

と判示した。そして、同判決は、同条の趣旨に沿った選挙制度の整備に

ついては、漸次的な見直しを重ねることによってこれを実現していくこ25 

とも国会の裁量に係る現実的な選択として許容されていると解されると
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し、上記の選挙区割りの改定後も国会において引き続き選挙制度の見直

しが行われていること等を併せ考慮すると、平成２３年大法廷判決の言

渡しから平成２６年選挙までの国会における是正の実現に向けた取組は、

立法裁量権の行使として相当なものでなかったということはできず、憲

法上要求される合理的期間内における是正がされなかったとはいえない5 

と判示した。 

   平成２８年改正法及び平成２９年改正法について 

ア 平成２６年６月１９日の衆議院議院運営委員会における議決により、衆

議院選挙制度に関する調査、検討等を行うため、衆議院に有識者により構

成される議長の諮問機関として衆議院選挙制度に関する調査会が設置され、10 

上記調査会は、平成２８年１月１４日、衆議院議長に対し、衆議院選挙制

度に関する調査会答申（乙１０）を提出した。 

上記答申は、①衆議院議員の選挙制度の在り方については、現行の小選

挙区比例代表並立制を維持し、②議員定数の削減については、衆議院議員

の定数を１０削減して４６５人（小選挙区選出議員の定数につき６削減し15 

て２８９人、比例代表選出議員の定数につき４削減して１７６人）とする

案が考えられるとした。また、③投票価値の較差の是正については、小選

挙区選挙における各都道府県への議席配分方式について満たすべき条件と

して、比例性のある配分方式に基づいて配分すること、選挙区間の投票価

値の較差を小さくするために各都道府県間の投票価値の較差をできるだけ20 

小さくすること、各都道府県の配分議席の増減変動が小さいこと、一定程

度将来にわたっても有効に機能し得る方式であることとした上で、この諸

条件に照らして検討した結果として、各都道府県への議席配分につき、各

都道府県の人口を一定の数値（小選挙区基準除数）で除し、それぞれの商

の整数に小数点以下を切り上げて得られた数の合計数が小選挙区選挙の定25 

数と一致するようにする方式（いわゆるアダムズ方式）により行うものと
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した。そして、各都道府県への議席配分の見直しは、制度の安定性を勘案

し、１０年ごとに行われる国勢調査の結果による人口に基づき行うものと

し、その５年後に行われる国勢調査の結果、選挙区間の人口の較差が２倍

以上の選挙区が生じたときは、各都道府県への議席配分の変更は行わず、

区画審において上記の較差が２倍未満となるように関係選挙区の区画の見5 

直しを行うものとした。（乙４、８～１１の１、１２） 

イ 選挙制度調査会の前記答申を受けて、平成２８年５月２０日、衆議院議

員選挙区画定審議会設置法及び公職選挙法の一部を改正する法律（平成２

８年改正法）が成立した。 

平成２８年改正法により、区画審設置法３条及び４条が改正され、①令10 

和２年国勢調査以降の結果に基づく改定案を作成するに当たっては、各選

挙区の人口（同条においては最近の国勢調査の結果による日本国民の人口

をいう。）の均衡を図り、各選挙区の人口のうち、その最も多いものを最

も少ないもので除して得た数が２以上とならないようにすることとし、行

政区画、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければな15 

らないものと定めるとともに（３条１項）、②各都道府県の区域内の小選

挙区選出議員の選挙区の数をアダムズ方式により定めるものとし（３条２

項）、また、選挙区の改定に関する区画審の勧告は、大規模国勢調査の結

果による人口が最初に官報で公示された日から１年以内に行うほか（４条

１項）、区画審は、統計法５条２項ただし書の規定により上記の国勢調査20 

が行われた年から５年目に当たる年に行われる各選挙区の簡易国勢調査の

結果による日本国民の人口のうち、その最も多いものを最も少ないもので

除して得た数が２以上となったときは、当該国勢調査の結果による人口が

最初に官報で公示された日から１年以内に、上記の勧告を行うものとした

（４条２項。ただし、同項の規定による勧告に係る改定案の作成に当たっ25 

ては、各都道府県の区域内の衆議院小選挙区選出議員の選挙区の数は変更
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しないものとする（３条３項））（以下、平成２８年改正法による改正後

の区画審設置法（以下「新区画審設置法」という。）。 

また、平成２８年改正法は、附則において、アダムズ方式による各都道

府県の選挙区数の変更が行われるまでの投票価値の較差是正のための措置

を定めた。その内容は、①区画審は、小選挙区選出議員の定数を６削減す5 

ることを前提として、平成２７年国勢調査の結果に基づく選挙区割りの改

定案の作成及び勧告を行うこととし（附則２条１項）、②同改定案の作成

に当たっては、各都道府県の選挙区数につき、定数の削減による影響を受

ける都道府県を極力減らすことによって選挙制度の安定性を確保する観点

から、減少の対象となる都道府県は、アダムズ方式により得られる選挙区10 

数が改正前の選挙区数より少ない都道府県のうち、当該都道府県の平成２

７年国勢調査の結果による人口を同方式により得られる選挙区数で除して

得た数が少ない順から６都道府県とし、それ以外の都道府県は改正前の選

挙区数を維持することとし（附則２条２項１号）、③選挙区割りにつき、

平成２７年国勢調査の結果に基づく選挙区間の人口の較差が２倍未満とな15 

るようにし、かつ、次回の国勢調査が実施される平成３２年見込人口（平

成２７年国勢調査人口に、平成２７年国勢調査人口を平成２２年国勢調査

人口で除して得た数を乗じて得た数をいう。）に基づく選挙区間の人口の

較差が２倍未満であることを基本とするとともに、各選挙区の平成２７年

国勢調査の結果による人口及び平成３２年見込人口の均衡を図り、行政区20 

画、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行うこととするもの

であった。（乙４、１１の２、１３） 

  ウ 平成２９年４月１９日、区画審は、内閣総理大臣に対し、各都道府県の

選挙区数の０増６減の措置を採ることを前提に、１９都道府県の９７選挙

区において区割りを改めることを内容とする改定案の勧告を行った。上記25 

改定案は、平成２８年改正法附則２条２項１号（上記②）を踏まえ、青森



12 

 

県、岩手県、三重県、奈良県、熊本県及び鹿児島県でそれぞれ選挙区の数

を１減とするものであった。また、区割り変更に伴い、分割市区町の数が

８都道府県において合計２６増加し、分割の区域の変更が６都道府県の合

計１０の市区で行われるものであった。（乙１４、１６、１８） 

上記勧告を受けて、内閣は、平成２８年改正法の一部を改正する法律案5 

を国会に提出し、平成２９年６月９日、平成２９年改正法として成立した。

上記０増６減及びこれを踏まえた選挙区割りの改定を内容とする公職選挙

法の改正規定は平成２９年７月１６日から施行され、この改正により、各

都道府県の選挙区数の０増６減とともに上記改定案のとおりの選挙区割り

の改定が行われた（以下、上記改正後の公職選挙法１３条１項及び別表第10 

１を併せて「本件区割規定」といい、本件区割規定に基づく上記改定後の

選挙区割りを「本件選挙区割り」という。）。 

平成２７年国勢調査の結果による日本国民の人口における選挙区間の最

大較差は、平成２５年改定区割りの下では、宮城県第５区（２７万人余）

と北海道第１区（５８万人余）との間で１対２．１７６であり、宮城県第15 

５区との間で較差が２倍以上の選挙区は３２選挙区であったが、本件選挙

区割りの下では、最大較差が鳥取県第２区（２８万人余）と神奈川県第１

６区（５５万人余）との１．９５６倍にまで縮小した。さらに、平成３２

年見込人口における選挙区間の最大較差は、平成２５年改定区割りの下で

は、宮城県第５区（２４万人余）と東京都第１区（６３万人余）との間で20 

１対２．５５２であり、宮城県第５区との間で較差が２倍以上の選挙区は

７１選挙区であったが、本件選挙区割りの下では、最大較差が鳥取県第１

区（２７万人余）と東京都第２２区（５５万人余）との間で１対１．９９

９にまで縮小した。（乙１４、１６～１８） 

  ⑸ その後の経緯について 25 

ア 平成２９年１０月２２日、本件選挙区割りの下で衆議院議員総選挙（以
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下「平成２９年選挙」という。）が施行された。 

平成２９年選挙の当日における選挙区間の選挙人数の較差は、選挙人数

の最も少ない選挙区（鳥取県第１区、２３万人余）と最も多い選挙区（東

京都第１３区、４７万人余）との間で１対１．９７９であり、選挙人数が

最も少ない選挙区と比べて較差が２倍以上となっている選挙区は存在しな5 

かった（乙２の４）。 

平成２９年選挙につき、最高裁平成３０年（行ツ）第１５３号同年１２

月１９日大法廷判決・民集７２巻６号１２４０頁（以下「平成３０年大法

廷判決」という。）は、  本件区割規定に係る改正を含む平成２８年改

正法及び平成２９年改正法による改正は、平成３２年に行われる国勢調査10 

の結果に基づく選挙区割りの改定に当たり、各都道府県への定数配分を人

口に比例した方式の一つであるアダムズ方式により行うことによって、選

挙区間の投票価値の較差を相当程度縮小させ、その状態が安定的に持続す

るよう立法措置を講じた上で、同方式による定数配分がされるまでの較差

是正の措置として、各都道府県の選挙区数の０増６減の措置を採るととも15 

に選挙区割りの改定を行うことにより、上記のように選挙区間の人口等の

最大較差を縮小させたものであって、投票価値の平等を確保するという要

請に応えつつ、選挙制度の安定性を確保する観点から漸進的な是正を図っ

たものと評価することができるとし、  本件選挙区割りにおいては、平

成２４年改正法及び平成２８年改正法により選挙区数が減少した県以外の20 

都道府県について、１人別枠方式を含む旧区割基準に基づいて配分された

定数に変更はなく、その中には、アダムズ方式による定数配分が行われた

場合に異なる定数が配分されることとなる都道府県が含まれているけれど

も、① 平成２４年改正法から平成２９年改正法までの立法措置によって、

旧区画審設置法３条２項が削除されたほか、１人別枠方式の下において配25 

分された定数のうち議員１人当たりの人口の少ない合計１１県の定数をそ
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れぞれ１減ずる内容の定数配分の見直しや、選挙区間の投票価値の較差を

縮小するための選挙区割りの改定が順次行われたことにより、本件選挙当

日における選挙区間の選挙人数の最大較差が上記のとおり縮小したもので

あることや、② 本件選挙が施行された時点において、令和２年以降１０

年ごとに行われる国勢調査の結果に基づく各都道府県への定数配分をアダ5 

ムズ方式により行うことによって１人別枠方式の下における定数配分の影

響を完全に解消させる立法措置が講じられていたことが認められ、このよ

うな立法措置の内容やその結果縮小した較差の状況を考慮すると、本件選

挙において、１人別枠方式を含む旧区割基準に基づいて配分された定数と

アダムズ方式により各都道府県の定数配分をした場合に配分されることと10 

なる定数を異にする都道府県が存在していることをもって、本件選挙区割

りが憲法の投票価値の平等の要求に反するものとなるということはできな

いとし、  以上の事情を総合的に考慮すれば、本件区割規定は、投票価

値の平等の要請にかなう立法的措置を講ずることを求めた平成２３年大法

廷判決以降の各大法廷判決の趣旨に沿って較差の是正を図ったものであり、15 

投票価値の平等を最も重要かつ基本的な基準としつつ、新たな定数配分の

方式をどの時点から議員定数の配分に反映させるかという点も含めて、国

会において考慮することができる諸要素を踏まえた上で定められたものと

いうことができ、平成２９年選挙当時においては、新区画審設置法３条１

項の趣旨に沿った選挙制度の整備が実現されていたということができるの20 

であって、同選挙当時において、本件選挙区割りには、憲法の投票価値の

平等の要求に反する状態にあったということはできないと判示した。 

イ 令和３年１０月３１日、本件選挙区割りの下で本件選挙が施行された。 

本件選挙当日における選挙区間の選挙人数の較差は、選挙人数が最も少

ない選挙区（鳥取県第１区、２３万人余）と比べて、選挙人数が最も多い25 

選挙区（東京都第１３区、４８万人余）との間で１対２．０７９であり、
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２９の選挙区との間で較差が２倍以上になっていた（乙１の２）。 

また、令和２年国勢調査の結果については、本件選挙の施行前である令

和３年６月２５日にその速報値が公表されていたところ、同調査時（令和

２年１０月）における選挙区間の日本国民の人口（以下、単に「人口」と

いう。）の較差は、人口が最も少ない選挙区（鳥取県第２区）と比べて、5 

人口が最も多い選挙区（東京都第２２区）との間で１対２．０９４であり、

２０の選挙区との間で較差が２倍以上となっていた（乙１の１の１）。ま

た、令和３年１１月３０日に公表された確定値によれば、人口の較差は、

人口が最も少ない選挙区（鳥取県第２区、２７万人余）と比べて、人口が

最も多い選挙区（東京都第２２区、５７万人余）との間で１対２．０９６10 

であり、２３の選挙区との間で較差が２倍以上となっていた（乙１の１の

２、乙２３の１・２）。 

３ 当事者の主張 

（原告らの主張） 

⑴ 憲法前文第１文及び憲法１条が、主権者である国民が正当に選挙された国15 

会における代表者を通じて国政の在り方を決めるべく行動する旨を定めてい

ること、憲法５６条２項が、全出席議員の過半数で両議院の議事を決すると

していることからすれば、各院の全出席議員の過半数は、人口比例選挙で、

（各院の全議員との関係で按分される）全出席議員の過半数の比率の主権を

有する全国民から選出されることが要求される。 20 

  本件選挙区割りは、人口比例選挙によって保障される一人一票の投票価値

の平等に違反するから、憲法５６条２項、憲法１条、憲法前文第１文に違反

し、憲法９８条１項により無効である。 

したがって、本件選挙のうち沖縄県第１区ないし第４区における選挙は無

効である。 25 

⑵ 平成２３年大法廷判決、平成２５年大法廷判決及び平成２７年大法廷判決
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は、１人別枠方式は憲法の投票価値の平等の要求に反すると判断している。

ところが、平成３０年大法廷判決は、平成２９年選挙時の選挙区割りによる

定数配分のうち、１１都県の定数が１人別枠方式により分配されるものと同

一である（すなわち、アダムズ方式による定数配分がされた場合と異なる）

にもかかわらず、当該選挙区割りは違憲状態ではないと判断しており、「違5 

憲状態を解消するためには１人別枠方式により配分された議員定数の見直し

が必要である」旨判示する平成２７年大法廷判決を不当に変更するものであ

る。本件選挙においては、各当道府県に配分された定数は平成２９年選挙時

と同一であり、１１都県が１人別枠方式により分配されるものと同一であり、

その結果、ある地域の選挙人の投票価値は、他の地域の選挙人の０．４８票10 

分の投票価値しか有しない。 

したがって、本件選挙の選挙区割りも、平成２９年選挙の選挙区割りと同

じく違憲状態である。 

  ⑶ 本件選挙の違法判断の基準時は、本件選挙の選挙投票日である。平成２８

年改正法及び平成２９年改正法によって、アダムズ方式による各都道府県に15 

議員定数を配分する選挙区割りの立法措置がとられることになったが、平成

２９年選挙時の投票価値の最大較差は減少せず、当該立法措置は同選挙の違

法性の有無や程度に影響を与えない。ところが、平成３０年大法廷判決は、

当該立法措置が存在することを認めて、それを理由として平成２９年選挙時

における選挙区割りは違憲状態ではないと判断したものであり、法論理とし20 

て破綻している。 

最高裁昭和４９年（行ツ）第７５号同５１年４月１４日大法廷判決・民集

３０巻３号２２３頁は、判決日より前に成立した投票価値の較差を縮小させ

る昭和５０年法律第６３号による改正法の成立を考慮しないという「違法判

断の基準時」の解釈基準に基づき、昭和４７年１２月１０日施行の衆議院議25 

員選挙は違法である旨判断していたところ、平成３０年大法廷判決は、平成
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２８年改正法（アダムズ方式の採用）の成立を考慮して、平成２９年選挙に

おける本件選挙区割りは違憲状態にはない旨判断したものであり、これは、

「違法判断の基準時」の解釈基準の不当な変更であって、この点につき平成

３０年大法廷判決には拘束力はないと解するべきである。 

⑷ 投票価値の較差において憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っ5 

ている場合であっても、憲法上要求される合理的期間内における是正がされ

なかったとはいえない場合には違憲ではないと判断する合理的期間の法理自

体が、憲法に違反し、憲法９８条１項によりその効力を有しない。 

仮に同法理が採り得るとしても、本件選挙時点で、当該合理的期間は既に

徒過していると解されるので、本件選挙は憲法９８条１項により無効である。 10 

（被告の主張） 

⑴ 判断枠組み 

憲法が要求する投票価値の平等は、選挙制度の仕組みを決定する唯一、絶

対の基準ではなく、国会が正当に考慮することができる他の政策的目的との

関連において調和的に実現されるべきものである。そして、選挙制度の仕組15 

みの決定については国会の広範な裁量に委ねられているのであるから、国会

が選挙制度の仕組みについて具体的に定めたところが投票価値の平等の要請

に反するため、国会に認められる裁量権を考慮してもなおその限界を超えて

おり、これを是認することができない場合に、初めてこれが憲法に違反する

ことになるものと解すべきである。 20 

 ⑵ 本件選挙区割りが憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至っていな

いこと 

ア 平成２４年以降の各改正は、国会が、選挙区間の最大較差が２倍未満と

なる状態を安定的に維持すべく、１人別枠方式を廃止し、人口比例による

議席配分の見直しを定期的に実施する仕組みを確立させる内容のものであ25 

る。また、平成２８年改正では、４年後の平成３２年見込人口を基準とし
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ても最大較差が２倍未満になるようにする選挙区割りの改定を行う措置が

講じられ、平成２９年改正によってその措置も実現されるに至った。この

ような平成２４年以降の各改正は、平成２３年から平成２７年までの各大

法廷判決が繰り返し国会に求めてきた立法的措置の内容に適合し、国会が

正当に考慮することができる他の政策的目的ないし理由との関連において、5 

投票価値の平等の要請を調和的に実現した立法的措置と評価することがで

きる。 

そうである以上、本件区割規定が国会の合理的な裁量の範囲の限界を超

えるものではなく、平成３０年大法廷判決も、これらの各改正につき、違

憲状態と指摘した各大法廷判決の趣旨に沿うものであり、国会の裁量権の10 

行使として合理性を有するものと評価した上で、平成２７年大法廷判決が

平成２６年選挙当時の選挙区割りについて判示した違憲状態は本件区割規

定の成立によって解消された旨判示している。 

   イ そして、本件選挙区割りは、平成２９年選挙時と同一のものであるから、

平成２９年選挙に係る平成３０年大法廷判決によるそれらの評価と同様の15 

評価がされるべきであり、違憲状態に至っていると評価することはできな

いというべきである。 

令和２年国勢調査の結果によれば、選挙区間の人口の最大較差は２倍を

僅かに超え、本件選挙当日の選挙人の最大較差も２倍を僅かに超えている

が、区割規定やそれに基づく選挙区割りの憲法適合性を判断するに当たっ20 

ては、最大較差の数値や較差が２倍以上となった選挙区の数という客観的

かつ形式的な数値だけでなく、当該較差の数値の背後にある選挙制度の仕

組みや、当該較差を生じさせる要因等も含めて種々の政策的考慮要素を総

合的に考慮する必要がある。 

平成２８年改正法は、平成２２年の大規模国勢調査から平成２７年の簡25 

易国勢調査までの日本国民の人口の増減率に基づき算出した平成３２年見
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込人口を基準としても最大較差を２倍未満とすることを基本とすることと

したものであり、当該増減率と異なる人口移動があったことを要因として、

結果的に２倍以上の較差が生じることも当然にあり得ることであって、平

成２３年から平成２７年までの各大法廷判決が問題視してきた１人別枠方

式のような選挙制度自体に起因する構造的な問題により２倍以上の較差が5 

生じたものではない。 

そもそも、現行の選挙制度は、選挙制度の安定性の要請を勘案し、大規

模国勢調査の結果を踏まえて１０年単位で、又は簡易国勢調査の結果によ

っては５年単位でも選挙区割りの改定を行うこととしており、アダムズ方

式に基づく議席配分を最初に実施する時期も、諸般の事情を考慮した国会10 

の判断により、令和２年国勢調査以降と判断されている。かかる経緯から

すれば、平成２９年改正以降アダムズ方式に基づく都道府県別定数を前提

とする最初の選挙区割りが決定されるまでの間や、今後の１０年あるいは

５年単位の選挙区割りの改定と改定の間に、ある程度の選挙区間の較差の

変動が生じることは、当然にあり得ることであり、そのような場合に備え15 

て１０年又は５年単位で選挙区割りを行い、是正するという現行の選挙制

度が整備されているものである。 

今後、令和４年６月２５日までに、アダムズ方式に基づく都道府県別定

数を前提に、国勢調査人口による選挙区間の最大較差が２以上とならない

ような選挙区割りの改定の勧告がされることが法律上予定されており、人20 

口較差の問題も、早晩、確実に解消されることになる。 

   ウ 以上のような事情を考慮すれば、本件選挙区割りが違憲状態に至ってい

るということはできない。 

  ⑶ 合理的期間内における是正がされなかったとはいえないこと 

平成３０年大法廷判決は、平成２７年大法廷判決が平成２６年選挙当時の25 

選挙区割りについて判示した憲法の投票価値の平等の要求に反する状態が平
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成２９年改正法による改正後の平成２８年改正法によって解消された旨明示

的に判断している。本件選挙は、平成３０年大法廷判決後に初めて行われた

総選挙であるから、仮に何らかの事情により同判決における本件選挙区割り

に関する評価が覆り、違憲状態に至っているとしても、国会において、その

ことを認識すべき契機が存在したとはいえず、本件区割規定は、憲法で認め5 

られた国会の裁量権の行使として合理的なものであり、本件選挙区割りも、

憲法の投票価値の平等の要求に反する状態にあったということはできず、合

憲というべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 判断枠組み 10 

憲法は、選挙権の内容の平等、換言すれば投票価値の平等を要求しているも

のと解される。他方、投票価値の平等は、選挙制度の仕組みを決定する絶対の

基準ではなく、国会が正当に考慮することのできる他の政策的目的ないし理由

との関連において調和的に実現されるべきものであるところ、国会の両議院の

議員の選挙については、憲法上、議員の定数、選挙区、投票の方法その他選挙15 

に関する事項は法律で定めるべきものとされ（４３条２項、４７条）、選挙制

度の仕組みの決定について国会に広範な裁量が認められている。 

衆議院議員の選挙につき全国を多数の選挙区に分けて実施する制度が採用さ

れる場合には、選挙制度の仕組みのうち定数配分及び選挙区割りを決定するに

際して、憲法上、議員１人当たりの選挙人数ないし人口ができる限り平等に保20 

たれることを最も重要かつ基本的な基準とすることが求められているというべ

きであるが、それ以外の要素も合理性を有する限り国会において考慮すること

が許容されているものと解されるのであって、具体的な選挙区を定めるに当た

っては、都道府県を細分化した市町村その他の行政区画などを基本的な単位と

して、地域の面積、人口密度、住民構成、交通事情、地理的状況などの諸要素25 

を考慮しつつ、国政遂行のための民意の的確な反映を実現するとともに、投票
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価値の平等を確保するという要請との調和を図ることが求められているところ

である。したがって、このような選挙制度の合憲性は、これらの諸事情を総合

的に考慮した上でなお、国会に与えられた裁量権の行使として合理性を有する

といえるか否かによって判断されることになり、国会がかかる選挙制度の仕組

みについて具体的に定めたところが、上記のような憲法上の要請に反するため、5 

上記の裁量権を考慮してもなおその限界を超えており、これを是認することが

できない場合に、初めてこれが憲法に違反することになるものと解すべきであ

る。 

以上は、衆議院議員の選挙に関する最高裁昭和４９年（行ツ）第７５号同５

１年４月１４日大法廷判決・民集３０巻３号２２３頁以降の累次の大法廷判決10 

の趣旨とするところであって（最高裁昭和５６年（行ツ）第５７号同５８年１

１月７日大法廷判決・民集３７巻９号１２４３頁、最高裁昭和５９年（行ツ）

第３３９号同６０年７月１７日大法廷判決・民集３９巻５号１１００頁、最高

裁平成３年（行ツ）第１１１号同５年１月２０日大法廷判決・民集４７巻１号

６７頁、最高裁平成１１年（行ツ）第７号同年１１月１０日大法廷判決・民集15 

５３巻８号１４４１頁、最高裁平成１１年（行ツ）第３５号同年１１月１０日

大法廷判決・民集５３巻８号１７０４頁、最高裁平成１８年（行ツ）第１７６

号同１９年６月１３日大法廷判決・民集６１巻４号１６１７頁、平成２３年大

法廷判決、平成２５年大法廷判決、平成２７年大法廷判決、平成３０年大法廷

判決参照）、これを変更する必要は認められない。 20 

原告らは、憲法前文第１文前段、同１条、同５６条２項を根拠として、憲法

は１人１票の原則による人口比例選挙を要求していると主張する。この主張が

選挙制度の合憲性の判断枠組みについて上記と異なるものをいうものだとすれ

ば、以上に述べたところに照らし、採用することはできない。 

２ 上記の見地に立って、本件選挙当時の本件区割規定及びこれに基づく本件選25 

挙区割りの合憲性について検討する。 
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 平成２８年改正法及び平成２９年改正法による改正後の公職選挙法におけ

る本件区割規定は、平成６年に導入された小選挙区選挙を維持し、選出議員

数を２８９とし、都道府県を単位とする区域内において選挙区を設けること

を枠組みとするものであるところ、この枠組みは、わが国の都道府県が４７

あり、近時においてはその人口に２０倍以上の幅があって人口密度も様々で5 

あるなどの前提条件の下では、定数の配分方式をどのようにするかを問わず、

選挙区間の人口較差が相当程度生じることが避け難いという問題を内包して

おり（乙２１、２２、２３の１及び２）、このことは、平成６年以来、今日

に至るまで大きな変化はない。 

しかるに、各選挙区の人口の均衡を図るべきことを定めた区画審設置法３10 

条は、平成６年以来、国勢調査の結果による人口に基づく選挙区間の人口較

差が２以上にならないようにすることを「基本と」する旨を定めており、本

件区割規定の前提となる規律としても，平成３２年見込人口に基づく選挙区

間の人口較差につき、上記と同旨の定めが置かれている（平成２８年改正法

附則２条３項１号）。 15 

   前記第２の２ のとおり、平成６年に１人別枠方式を含む旧区割基準に基

づいて各都道府県に定数が配分された後、平成２４年改正法によって１人別

枠方式に係る規定は削除され、平成２５年改正法により、５つの県（福井県、

山梨県、徳島県、高知県及び佐賀県）につき、定数が各１減らされることと

なったが、それ以外の都道府県については、定数は変更されず、各都道府県20 

の区域内の選挙区割りの変更を行うことにより、平成２２年国勢調査の人口

を基準とすれば選挙区間の人口の較差を２倍未満となるように定められた。

しかし、平成２５年改定区割りの下で施行された平成２６年選挙では、選挙

当日における選挙人数が、１３の選挙区（東京都の８の選挙区、埼玉県の２

の選挙区、神奈川県、北海道及び兵庫県の各１の選挙区）で、宮城県第５区25 

の２倍以上となり、また、災害の影響により選挙人数が減少した可能性のあ
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る宮城県第５区と福島県第４区を除外すると最も選挙人数が少なかった鳥取

県第１区との比較においても、５の選挙区（東京都の３の選挙区、北海道及

び兵庫県の各１の選挙区）において２倍以上となっていた。（前記第２の２

ウ 、乙２の３） 

    また、前記第２の２ のとおり、平成２９年改正法により、６つの県（青5 

森県、岩手県、三重県、奈良県、熊本県及び鹿児島県）につき、定数が各１

減らされることとなったが、それ以外の都道府県については、定数は変更さ

れず、各都道府県の区域内の選挙区割りの変更を行うことにより、平成２７

年国勢調査の人口及び平成３２年見込み人口を基準として選挙区間の人口の

較差が２倍未満となるように定められた。そして、本件選挙区割りの下で施10 

行された平成２９年選挙では、選挙当日における選挙人の選挙区間の較差は

２倍以上となることはなかった。しかし、令和３年１０月に施行された本件

選挙では、選挙当日における選挙人数が、２９の選挙区（東京都の１７の選

挙区、神奈川県の５の選挙区、埼玉県の３の選挙区、北海道の２の選挙区、

千葉県及び兵庫県の各１の選挙区）において、選挙人数の最も少ない鳥取県15 

第１区の２倍以上となった（乙１の２）。 

    以上のとおり、平成２５年改正法及び平成２９年改正法による改定時には

選挙区間の人口の較差が２倍未満となるように区割が作成されたにもかかわ

らず、その後の選挙時においては選挙人数の較差が２倍以上となる事態が繰

り返し生じている。そして、２倍以上となった選挙区が属する都道府県は、20 

東京都や神奈川県など、人口が多い都道府県となっている。 

このような事態が生じたのは、①１人別枠方式を含む旧区割基準の下での

定数配分は、その仕組み上、人口の多い都道府県と人口の少ない都道府県の

議員１人当たりの選挙人数に較差を生じさせるものであったところ、人口が

最も少ない都道府県（鳥取県）の定数及び人口が多い都道府県（東京都、神25 

奈川県等）の定数が、かかる旧区割基準による配分がされた平成６年以降変
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更されていないことが基本となり、このことに、②都道府県の区域内の選挙

区割りにおいても、行政区画が基本的な単位となるため、選挙区間の較差は、

都道府県間の較差よりも増えることが通常であり、分割市区町を設けるなど

しても、その較差の増加を抑えることには限界があること、③人口が最も少

ない都道府県については人口が減少し、人口が多い都道府県については人口5 

が増加するという人口変動の傾向によって、これらの都道府県間の較差が継

続的に拡大していったことなどが影響を与えているものと考えられる。そし

て、令和２年国勢調査結果によれば、都道府県間の議員１人当たりの人口の

最大較差は、前記の０増５減、０増６減の措置を経た上でも、人口が最も少

ない鳥取県と人口が最も多い東京都との間で、平成２１年選挙時点と同水準10 

の１対１．９７６にまで達し、鳥取県と人口の多いその他の都道府県（神奈

川県、千葉県、埼玉県等）との間でも１対１．７から１．８程度まで拡大す

るに至っている（乙１の１の２）。本件選挙時では、このような都道府県単

位での較差が前提となって、鳥取県第１区と東京都や他の人口の多い都道府

県に属する選挙区との間を中心として、選挙人数に２倍以上の較差が生じて15 

いるといえる。 

以上のとおり、本件選挙において、選挙区間の選挙人数の較差が２倍以上

となる選挙区が相当数生じたのは、平成６年に１人別枠方式を含む旧区割基

準に基づいて定数が配分された後、人口が増加傾向にある人口の多い都道府

県に配分される定数が増やされておらず、旧来の定数配分の影響が残存して20 

いたことが主な要因であるということができ、平成２５年改正法や平成２９

年改正法において実施された定数の削減の効果は、投票価値の２倍以上の較

差の発生の防止という観点からみると、限定的であり、旧来の定数配分の影

響を払拭するに足りるものではなかったということができる。 

そうすると、本件選挙当時において生じていた選挙区間の選挙人数の較差25 

は、平成２７年大法廷判決が、平成２５年改定区割りの下で行われた平成２
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６年選挙につき、「いまだ多くの都道府県において１人別枠方式を定めた旧

区画審設置法３条２項が削除された後の区割基準に基づいて定数の再配分が

行われた場合とは異なる定数が配分されており、これを主たる要因として投

票価値の較差が生じている」と指摘した当時における事態と、大きく異なる

ところはないことに帰するのであり、このような事態は、平成２３年大法廷5 

判決が、「人口の少ない地方における定数の急激な減少への配慮等の視点か

ら導入された１人別枠方式は既に立法時の合理性が失われていた」と指摘し

ていたことに対して、国会がなお十分な配慮を施していなかったことにより

生じているものといわざるを得ない。 

   平成３０年大法廷判決は、平成２９年選挙当時における本件区割規定の合10 

憲性を判断するに当たり、平成２８年改正法及び平成２９年改正法について

は、各都道府県への定数配分を人口に比例した方式の一つであるアダムズ方

式により行うことによって、選挙区間の投票価値の較差を相当程度縮小させ、

その状態が安定的に持続するように立法措置を講じた上で、同方式による定

数配分がされるまでの較差是正の措置として０増６減の本件区割規定を定め15 

たものであり、選挙制度の安定性を確保する観点から漸進的な是正を図った

ものと評価できると判示している。 

    確かに、平成２９年選挙当時のように、選挙区間の選挙人数の較差が２倍

未満の状況においては、そのことにつき、近い将来に講じられることが予定

されている措置を前提に漸進的な是正を図ったことの表れであるとの評価を20 

することは、首肯し得るものといえる。しかしながら、本件選挙においては、

平成２９年選挙とは異なり、選挙当日において、選挙人数が最も少ない選挙

区と比べて２９の選挙区において選挙人数が２倍以上になっているのであり、

その主な要因は、上記 のとおり、人口が増加傾向にある人口の多い都道府

県に配分される定数が増やされておらず、旧来の定数配分の影響が残存して25 

いたことにあって、その影響は平成２９年選挙当時においていったん影を潜
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めたかのように見えたが、本件選挙当時に再度出現したことによるものとい

うほうが、事態により即した評価であるといえる。この点、アダムズ方式の

採用を見越して実施された０増６減という漸進的な措置の内容は、平成２７

年国勢調査の結果による人口を同方式で得られた定数に基づいて除したもの

（議員１人当たりの人口）が少ない順に６つの都道府県を選んでその定数の5 

各１を減少させるものであり、人口に比例した配分を行う上で一定の効果が

あると認められるが、先に述べたとおり、その効果は２倍以上の較差の発生

の防止という観点からみると限定的であり、旧来の定数配分の影響を払拭す

るに足りるものではなかったというべきである。 

そうであるとすれば、上記の漸進的な是正を図ったという評価は、本件選10 

挙時における本件区割規定の合憲性を判断するに当たっては、平成２９年選

挙における場合とは異なり、必ずしも重視することは相当ではないと考えら

れる。 

むしろ、上記 のとおり、平成２３年大法廷判決から平成２７年大法廷判

決までの各大法廷判決が、上記のような旧来の定数配分の影響を主たる要因15 

として投票価値の２倍以上の較差が生じている状態を、憲法の投票価値の平

等の要求に反するものであるとしてその是正を繰り返し求めていたにもかか

わらず、定数配分の十分な是正がされず、その結果として、人口の最も少な

い都道府県と人口の多い都道府県との間の都道府県単位の投票価値の較差が

拡大していたという経緯にも鑑みると、本件選挙当時においては、平成２９20 

年選挙とは異なり、旧来の定数配分の影響により選挙当日における選挙人数

の前記較差が２９の選挙区で２倍以上になっていた点において、人口比例の

要請との調和が必ずしも十分ではなかったといえることを、より重視するこ

とが相当である。 

なお、平成２８年改正法による改正後の新区画審設置法は、選挙区割りの25 

改定につき、１０年ごとに実施される大規模国勢調査の結果を踏まえて行う
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こととし、５年ごとに実施される簡易国勢調査の結果により選挙区間の人口

の較差が２倍以上になったときは、選挙区の区割りの変更を行う旨を規定し

ており（４条１項及び２項）、５年程度の期間内における人口変動に基づく

選挙人数の較差の変動については、一定程度許容しているとも考えられる。

しかしながら、上記の規定は、アダムズ方式による定数配分が実施され、１5 

人別枠方式の下における定数配分の影響が完全に解消された後に適用される

ことを前提としたものと解されるから、旧来の定数配分の影響が残存してい

た本件選挙に関して、上記の規定の考え方を援用することは相当ではない。 

 以上に述べたところによれば、本件選挙区割りは、本件選挙時において、

平成２３年大法廷判決や平成２７年大法廷判決が求めてきた立法措置の内容10 

に適合するものであったとはいえず（上記 ）、小選挙区選出議員の定数及

びその配分方法（上記 ）や従来の区割りの漸進的な是正手法など（上記 ）

に関する国会の裁量権を踏まえても、憲法の投票価値の平等の要求に反する

状態にあったというべきである。 

 しかしながら、平成３０年大法廷判決においては、本件選挙区割りについ15 

て、憲法の投票価値の平等の要求に反するに至っていない旨の判断が示され

ていたこと、令和２年国勢調査の結果の速報値が公表されて選挙区間の人口

の較差が２倍を越えることが判明したのは本件選挙の施行の約４か月前であ

ったこと、本件選挙の時点においては、令和４年以降の選挙に関し、１人別

枠方式の下における定数配分の影響を完全に解消することを可能とする立法20 

措置が既に講じられていたことを総合考慮すれば、本件選挙までの間に本件

区割規定の是正がされなかったことをもって、憲法上要求される合理的期間

内に是正がされなかったものということはできない。 

 小括 

    以上のとおり、本件選挙時において、本件区割規定は、憲法の投票価値の25 

平等の要求に反するに至っていたが、憲法上要求される合理的期間内におけ
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る是正がされなかったとはいえず、本件区割規定が憲法の規定に違反するも

のということはできない。 

３ 結論 

  以上によれば、原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし、

主文のとおり判決する。 5 

   福岡高等裁判所那覇支部民事部 
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